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○土地造成整備事業会計 

１ 資金収支見通し等 

  平成２２年度を決算見込額に置き換え、２３年度は９月補正後予算と繰越

予算を踏まえた見通しとし、２４年度以降はこれらを踏まえたうえで推計し

直しました。 

 ○主な見直しの考え方 

 ・土地分譲・賃貸収入については、景気動向や東日本大震災の影響等による

土地需要の不透明さなどを踏まえ、慎重に見込むこととしました。    

 ・投資的経費については、東日本大震災の影響による復旧工事等を反映した

うえで、平成２４年度の事業収束を見据えた整備事業スケジュールに基 

づき見込んでいます。 

 ・主な資産・負債の将来見込みについては、資金収支見通しの見直しを反映

した修正を行っています。 

これにより、平成２２年度から２４年度の３年間で、収入においては、  

分譲収入が２９億円、賃貸収入が７億円減額となったことなどにより、１９

億円減額となりました。 

一方、支出においては、投資的経費が整備内容の精査や整備手法の見直し

等により７３億円減額となったこと及び保有土地の維持管理費等の見直しに

より物件費が３０億円減額となったことなどにより、１２０億円減額となり

ました。 

その結果、保有資金は平成２４年度末で、２３６億円を見込んでおり、一

定の資金を確保しながら安定的な経営を行うことができる見通しとなってい

ます。 

 

 

昨年９月に改定した「企業庁新経営戦略プラン」について、このたび、こ

れまでの約１年間の実績等を踏まえて、資金収支見通し及び主な資産・負債

の将来見込み、土地造成整備事業スケジュールの精査を実施し、必要な見直

しを行うとともに、重点的取組の進捗状況を取りまとめました。その主な内

容は、以下のとおりです。 

今後も、引き続き本プランに基づき、平成２４年度末の土地造成整備事業

の円滑な収束及び工業用水道事業における安定給水の確保と経営健全化に取

り組んでまいります。 
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２ 土地造成整備事業スケジュール 

   東日本大震災では、企業庁が管理する道路等の公共施設の一部が被災しま

したが、平成２４年度末までに概成する地区、整備・処分スケジュールにつ

いては、一部を除き基本的に変更はありません。 

主な変更箇所としては、「木更津南部地区」について、平成２２年度で地

区精算したため、「平成２４年度までに事業が概成する地区」から「事業が

完了した地区」に変更しました。また、土地の保有状況、処分貸付見込みの

データを更新しました。 

３ 重点的取組みの進捗状況 

土地造成整備事業では、平成２４年度末事業収束に向け、保有土地の処分

促進、公共施設の早期引継ぎ等、２３項目の重点的取組を掲げています。 
これらの平成２２年度における進捗状況は、それぞれの取組が概ね進展し

ているところです。 
 

○工業用水道事業会計 

１ 資金収支見通し等 

工業用水道事業については、プランにおける資金収支見通し等を「千葉県

工業用水道事業中期経営計画」の経営見通しから引用しているため、平成   

２２年度決算見込額を併せて掲載しました。 

また、平成２３年度以降の保有資金欄に２２年度決算見込みの保有資金を

基準とした保有資金見込みを併記しました。 

２ 重点的取組みの進捗状況 

  工業用水道事業では、「安定給水」と「経営健全化」を基本とし、１５項

目の重点的取組を掲げています。 

これらの平成２２年度における進捗状況は、全体的には概ねプランに沿っ

た取組が進められているところです。 

 

〈添付資料〉 

○土地造成整備事業関係   

①資金収支見通し 

②主な資産・負債の将来見込み 

③事業スケジュール 

④重点的取組進捗状況 

○工業用水道事業関係 

 ①資金収支見通し 

②主な資産・負債の将来見込み 

③重点的取組進捗状況 

 

 

 

【問い合わせ先】 
・プラン総括 
  管理・工業用水部 企業総務課 043‐296‐8414  

・資金収支見通し、主な資産・負債の将来見込み 
管理・工業用水部  財務課     043‐296‐8483 

・土地造成整備事業スケジュール 
 地域整備部 事業調整推進課   043‐296‐8746 

・重点的取組の進捗 
〔土地造成整備事業〕  
管理・工業用水部 企業総務課 043‐296‐8414  

〔工業用水道事業〕   
管理・工業用水部  工業用水課 043‐296‐8991 



土地造成整備事業の資金収支見通し等

◎ 　資　金　収　支　見　通　し ◎　主な資産・負債の将来見込み

         （単位：億円） （単位：億円）

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度
Ｈ２２～２４
年度の計

【収入】       ２４５        ２３１        ３８６      　８６２  （２１６） 【資産】

　分譲・賃貸収入 注１）       １０４        １３９        ２０３      　４４６  （１９９） 　保有資金

　　　　　＜うち分譲収入＞    　 ＜７１＞      ＜１０６＞      ＜１６０＞      ＜３３７＞  （１６３） 　貸付金 注１）               ４５９               ３６１               １３９               　８８

　その他 注２） 　　 １４１          ９２        １８３      　４１６  （　１７） 　基金、出資金 注２）               １０３               １０３               　９９               　９９

【支出】       ２３８        ４５１        ３５１     １,０４０  （１９３） 　保有土地 注３）　注４）         ４，２４９          ４，０５２           ３，５８３           ２，７６２

　経常的経費       １７９        ２５９        １６６      　６０４  （１５４） 　　（保有土地面積／ｈａ）             （１，１１３）             （１，１０６）                 （８０９）                 （６４３）

　　人件費・物件費       　４３        　４３        　３９      　１２５  （　２５） 　　　（うち未処分土地面積／ｈａ）                 （９４９）                 （９３９）                 （６２１）                 （４３４）

　　企業債元利償還金       １１０        １８６        　９７      　３９３  （　４０） 　　　（うち貸付土地面積／ｈａ）                 （１６５）                 （１６７）                 （１８８）                 （２０９）

　　負担金 注３）       　２６        　３０      　　３０      　　８５  （　９０）

　投資的経費 注４）       　４２        １７８        １７１      　３９１  （　３０） 【負債】    　　　１，５４６    　　　１，３００               ６１８               １４５

　その他 注５）       　１７        　１４        　１４      　　４５  （　　９） 　企業債残高               ４９１               ３８８               １１４                   ０

　負担金見込額 注５）               ４９４               ４７４               ４１５               １４５

収支差       　　７    △ ２２０       　　３５    △ １７８  （　２３）   投資的経費見込額 注６）               ５６１               ４３８                 ８９                   ０

（企業債残高）       （３８８）        （２０８）       （１１４）           ―

（保有資金）       （４２１）        （２０１）       （２３６）           ―

未収金等       （△１１）

未払金等       （　５０）

決算上の保有資金       （４６０）

注１）　収入欄の「分譲・賃貸収入」とは、分譲代金、賃貸料、権利金による収入をいいます。 注１）　資産欄の「貸付金」とは、一般会計への貸付金、分譲代金未収分をいいます。
注２）　収入欄の「その他」とは、他の会計への貸付金の返済による収入などをいいます。 注２）　資産欄の「基金、出資金」とは、臨海地域公共緑地管理基金、関連民間企業への
注３）　支出欄の「負担金」とは、市町村への公益施設負担金などをいいます。 　　　出資金をいいます。
注４）　支出欄の「投資的経費」とは、分譲土地に係る造成費用、道路、緑地などの公共施設の
　　　整備費用などをいいます。
注５）　支出欄の「その他」とは、所在市町村交付金などをいいます。
注６）　端数処理の関係で、合計値が合わないところがあります。

          ３，２５４

　　　　６９

 　　＜７２＞ ＜４９０＞

　　　　５１

　　　５７９

         ８９

         ２７

　　あります。そのうえで、その収入を負担金、投資的経費などの費用に充てていきます。

Ｈ２５～２７年度
【 （　）内は年平均 】

　 　しかしながら、保有資金残高と企業債残高を見ると、状況は厳しいものがあります。

　　　６４８

　　　５９７

Ｈ２１年度末の主
な

資産・負債状況

Ｈ２４年度末の主
な

資産・負債状況
（想定）

Ｈ２７年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

   　　  ５，２２５　　　　

注６）　負債欄の「投資的経費見込額」とは、分譲用土地の造成に要する費用、道路などの
　　　公共施設を整備するための費用などの将来支出見込額をいいます。
注７）　端数処理の関係で、合計値が合わないところがあります。

注３）　資産欄の「保有土地」には、配管送電線用地を含んでいません。
注４）　「保有土地」には、造成により道路や緑地などの公共施設になる部分も含まれて

　　　などをいいます。
注５）　負債欄の「負担金見込額」とは、市町村に対する公益施設負担金の将来支出見込額

　○　主な資産と負債を比較すると、いずれの年度も資産の方が多くなっています。

　○　今後も、保有土地の処分促進に積極的に取り組み、まず収入をしっかり確保する必要が

              ４１４               ２３６               ３０５

          ４，０５７

　　　４６３

　　　　７４

　　　１１９

       ２７０

      △ ７６

          ６６

　　　います。よって、仮に保有土地が全て処分できたとしても、上表に掲げる金額が
　　　全て収入できるわけではありません。

         （４９１）

         （４１４）

　○　土地造成整備事業においては、今後、市町村等との協定に基づく負担金や、約束した公共

　　の事業収束を目指します。

        ２５７

          ４７

          ８３

          ４４

        １７３

        １８１

        １１６

　　施設整備等につき、誠実にこれを履行していき、県としての責務を全うしつつ、平成２４年度末

  ○　平成２２年度から２４年度までの３年間で、分譲・賃貸収入は４４６億円と見込んでおりますが、

　　このうち賃貸収入は１０９億円程度と考えており、分譲収入は３３７億円を目標としております。

Ｈ２１年度

         （　５１）

         （４３８）

Ｈ２２年度末の主
な

資産・負債状況

   　　  ４，９３７　　　　

              ４２１

         （△２７）

        　６５

          １８

　　２７年度末　　   　（０）

　　２７年度末     （３０５）
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（参考）

◎ 　資　金　収　支　見　通　し ◎　主な資産・負債の将来見込み

         （単位：億円） （単位：億円）

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度
Ｈ２２～２４
年度の計

【収入】       ２４６        ２５９        ３７６      　８８１  （２５２） 【資産】

　分譲・賃貸収入       １４７        １７７        １５８      　４８２  （２４２） 　保有資金

　　　　　＜うち分譲収入＞    　＜１０９＞      ＜１３２＞      ＜１２５＞      ＜３６６＞  （２０６） 　貸付金               ４５９               １３９               　８８

　その他 　　 　９９          ８２        ２１９      　４００  （　１０） 　基金、出資金               １０３               １０３               １０３

【支出】       ３９７        ４３０        ３３３     １,１６０  （１８８） 　保有土地          ４，２４９           ３，４０６           ２，５９６

　経常的経費       ２０８        ２６５        １７４      　６４７  （１６０） 　　（保有土地面積／ｈａ）             （１，１１３）                 （７８５）                 （６３０）

　　人件費・物件費       　６３        　４８        　４６      　１５７  （　２９） 　　　（うち未処分土地面積／ｈａ）                 （９４９）                 （５８９）                 （４１２）

　　企業債元利償還金       １１０        １８６        　９７      　３９３  （　４０） 　　　（うち貸付土地面積／ｈａ）                 （１６５）                 （１９６）                 （２１８）

　　負担金       　３５        　３１      　　３０      　　９６  （　９２）

　投資的経費       １６３        １５４        １４７      　４６４  （　２１） 【負債】    　　　１，５４６               ６０９               １５７

　その他       　２６        　１１        　１２      　　４９  （　　７） 　企業債残高               ４９１               １１４                   ０

　負担金見込額               ４９４               ４３４               １５７

収支差     △１５２    △ １７１       　４４    △ ２７９  （　６５）   投資的経費見込額               ５６１                 ６１                   ０

（企業債残高）       （３８８）        （２０８）       （１１４）           ―

（保有資金）       （２６３）        （９２）       （１３６）           ―

         （単位：億円） （単位：億円）

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度
Ｈ２２～２４
年度の計

【収入】       　△１       △２８        　１０       △１９  （△３６） 【資産】

　分譲・賃貸収入       △４３       △３８        　４５    　 △３６  （△４３） 　保有資金

　　　　　＜うち分譲収入＞    　＜△３８＞     ＜△２６＞     　 ＜３５＞      ＜△２９＞    （△４３） 　貸付金               　　０               　　０               　　０

　その他 　　 　４２          １０      　△３６      　　１６  （　　７） 　基金、出資金 　　 ０              　△４               　△４

【支出】    △１５９        　２１        　１８     △１２０  （　　５） 　保有土地 　　 ０           　　１７７           　　１６６

　経常的経費      △２９       　△６       　△８     　△４３  （　△６） 　　（保有土地面積／ｈａ）             （　　　　０）                 （　２４）                 （　１３）

　　人件費・物件費      △２０         △５         △７       △３２  （　△４） 　　　（うち未処分土地面積／ｈａ）             （　　　　０）                 （　３２）                 （　２２）

　　企業債元利償還金       　　０        　　０        　　０      　　　０  （　　 ０） 　　　（うち貸付土地面積／ｈａ）             （　　　　０）                  （△８）               　 （△９）

　　負担金        △９       　△１      　　　０     　△１１  （　△２）

　投資的経費    △１２１        　２４        　２４       △７３  （　　 ９） 【負債】    　　　　　　　０               　　９              △１２

　その他        △９        　　３        　　２     　　△４  （　　 ２） 　企業債残高               　　０               　　０                   ０

　負担金見込額               　　０              △１９              △１２

収支差    　　１５９    　△ ４９       　　△９    　　１０１ △１２５  （△４２）   投資的経費見込額               　　０                 ２８                   ０

（企業債残高）      　　 （０）       　　 （０）      　　 （０）           ―

（保有資金）       （１５８）        （１０９）       （１００）           ―

      　　   （０） 　　２７年度末　　   　（０）

      　　　０

          　０ ２７

          　０ ６

          　０ ０

          　０ △６

        　　０ △１８

          　０ △１２

        　　０ ２１

        　　０ △１３０

        　　０ １６

        　  ０ 　△１０９    　　  　　　　０

 　　＜０＞ ＜△１２９＞

≪平成22年9月改定版と23年9月の見直しとの比較≫

Ｈ２５～２７年度
【 （　）内は年平均 】

Ｈ２１年度末の主な
資産・負債状況

Ｈ２４年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

Ｈ２７年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

≪平成22年9月改定版と23年9月の見直しとの比較≫

Ｈ２１年度

３０

５６３

６２

２１

４８１

８６

　　　１１９

２７６

 　　＜７２＞ ＜６１９＞

   　　  ５，２２５　　　　

        １１６

Ｈ２１年度

        １８１

              ４１４

Ｈ２５～２７年度
【 （　）内は年平均 】

　　　７５７

≪平成22年9月改定版≫≪平成22年9月改定版≫

　　　７２７

Ｈ２１年度末の主な
資産・負債状況

              １３６               ３３０

Ｈ２４年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

Ｈ２７年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

          ３，７８４           ３，１１７

    　　     （０）

      △ ７６

          ６６
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（参　　考）

◎　主な資産・負債の将来見込み（土地造成整備事業）
（単位：億円）

Ｈ２１年度末の主な
資産・負債状況

Ｈ２２年度末の主な
資産・負債状況

Ｈ２３年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

Ｈ２４年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

Ｈ２７年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

【資産】 5,225 4,937 4,545 4,057 3,254

　保有資金 414 421 201 236 305

　貸付金 459 361 284 139 88

　基金、出資金 103 103 99 99 99

　保有土地 4,249 4,052 3,961 3,583 2,762

　　（保有土地面積／ｈａ） (1,113) (1,106) (1,080) (809) (643)

　　　（うち未処分土地面積／ｈａ） (949) (939) (910) (621) (434)

　　　（うち貸付土地面積／ｈａ） (165) (167) (170) (188) (209)

【負債】 1,546 1,300 912 618 145

　企業債残高 491 388 208 114

　負担金見込額 494 474 444 415 145

  投資的経費見込額 561 438 260 89



　

　③県施行の土地区画整理事業地区

　　東葛飾北部柏地区及び東葛飾北部流山地区は、県が土地区画整理事業を実施しており、当庁は換地後の保有土地の処分を行う。

　　佐原工業団地、長南西部工業団地、いすみ工業団地、館山工業団地、袖ヶ浦椎の森工業団地（2期・3期）、成田国際物流複合基地（北側）

　④移管施設の引継ぎが一部残っており、引継ぎを進める地区

４．事業中止の地区

　○企業庁としての整備は行わず、地元市町等と協議して、保有土地の処分を推進する地区

　　豊住工業団地、芝山第二工業団地

　　　共同事業者である独立行政法人都市再生機構とともに、本地区の事業完了に向けて、基盤整備を完了させ、土地処分の促進を図る。

　②成田国際物流複合基地（南側）

１．平成24年度までに事業が概成する地区

　幕張A地区、幕張C地区、幕張新都心拡大地区（幕張C地区・京葉港地区）、浦安2期地区、京葉港地区、富津地区

土地造成整備事業スケジュール

２．平成25年度以降に事業が概成する地区

　①千葉北部地区

  　○新住宅市街地開発法に基く事業期間は平成25年度までである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                                             

　　○用地取得が遅延していることから、その早期取得に努め、平成27年度には事業の概成を図る。

　　検見川地区、木更津南部地区、長浦地区、臨海精算地区、代宿地区、空港南部工業団地、松崎工業団地、ひかり工業団地、野毛平工業団地、千葉北部関連事業、
　　成田ニュータウン地区、夷隅レクレーション地区

３．事業が完了した地区

　②保有土地のある地区

　①保有土地の処分が完了した地区

　　袖ヶ浦椎の森工業団地（1期）、関宿はやま工業団地、横芝工業団地、新井田地区
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23 24 25 26 27

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　　42ha
  ・事業用等貸付土地 　42ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等    0ha
　・新規貸付　　   4ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　  38ha
   ・事業用等貸付土地　　  46ha

　平成24年度までに整備を終了する。
　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。

　 未処分土地の処分促進

　

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　　　3ha
  ・事業用等貸付土地 　　0ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　1ha
　・新規貸付　　  　0ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　  2ha
   ・事業用等貸付土地　　  0ha

　平成24年度までに整備を終了する。
　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。

（1) 都市計画の変更、基盤整備
（2) 未処分土地の処分促進

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　 　　44ha
  ・事業用等貸付土地　 　  7ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　  7ha
　・新規貸付　　　　　 11ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　  26ha
   ・事業用等貸付土地　　  18ha

　平成24年度までに整備を終了する。
　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。

（1)市との施設の整備、引継等に係る協議
（2)市との協議により分譲面積の確定、分譲促進

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　 　　27ha
  ・事業用等貸付土地　 　  0ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　7ha
　・新規貸付　　　　　0ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　  20ha
   ・事業用等貸付土地　　   0ha

　平成24年度までに整備を終了する。
　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。
　南船橋駅前地区については、引き続き
関係機関と協議を進める。

　市・関係機関と土地利用の取扱等について協議

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　　 14ha
  ・事業用等貸付土地 　 3ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　 7ha
　・新規貸付　　　　　 0ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　  　7ha
   ・事業用等貸付土地　　　3ha

　平成24年度までに廃棄物処分場埋立事
業の移管を概ね完了させる。 処分場

　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。

　未処分土地の処分促進
その他

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　   　　39ha
  ・事業用等貸付土地　  　　14ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　 7ha
　・新規貸付　　　　　 1ha

　 ○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　  32ha
   ・事業用等貸付土地　　  15ha

処　分

整　備

幕張新都心
拡大地区

（幕張C地区・
京葉港地区）

取り組むべき主な課題と対応

（1) 若葉住宅地区の整備・処分
 　・整備工事の推進（22年度着手～24年度完了）
 　・公共施設の引継ぎ
 　・土地処分の促進（工事の進捗に合わせ分譲手続を進め、
　   24年度から処分）
（2) その他地区の整備・処分
   ・住宅地区の整備、処分促進

　平成24年度までに整備を終了する。
　未処分土地の処分は、平成27年度まで
に概ね完了させる。
　若葉住宅地区については、整備の進捗
に合わせ、24年度から分譲することを目
指す。

富津地区

京葉港地区
（幕張新都心

拡大地区以外）

臨
海
地
域

整　備

処　分

浦安２期地区

処　分

地区名

整　備

移　管

処　分

１．平成２４年度までに事業が概成する地区

　　　　　　　注１）　 整備とは、分譲するための造成、道路整備などの基盤整備をいいます。
　　　　　　　注２）　 処分とは、分譲・除外所有地等の処分及び事業用借地等の貸付をいいます。

地域

幕
張
新
都
心

整　備

処　分

その他地区

整　備

処　分

平成24年度末の見込み
スケジュール

幕張C地区

若葉住宅
地区

整　備

処　分

幕張A地区

　項    目
現状と今後の見通し



23 24 25 26 27

　都市再生機構（ＵＲ）との共同事業 （1) 事業計画の見直し
（2) 未処分土地の処分促進

      　ＵＲとの清算

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　 　　 461ha
  ・事業用等貸付土地　 　   74ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　38ha
　・新規貸付　　　　　  5ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　   418ha
   ・事業用等貸付土地　　     79ha

　Ⅰ期区域は平成15年度に分譲済
　Ⅱ期区域は平成27年度の整備完了を
目指す。

　未買収地の取得

○　平成22年度末の保有状況
　・未処分土地　　　　　 　  　12ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　  0ha
　・新規貸付　　　　　  0ha

○　　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　   12ha
   ・事業用等貸付土地　　   　0ha

23 24 25 26 27

　

　

　

　

　

　

注１）未：未処分土地　　　事：事業用借地等の貸付地　

23 24 25 26 27

　

　

　

○　平成22年度末の保有状況
　　・未処分土地　　　　　　　　 939ha
 　 ・事業用等貸付土地　 　　 167ha

○　平成23～24年度処分貸付見込
　・新規分譲等   　　 296ha
　・新規貸付　　　　     22ha

○　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　　　 　　　621ha
   ・事業用等貸付土地　　188ha

（完了）

平成24年度末の見込み

　項    目

○　平成24年度末の保有状況
　 ・未処分土地　    　　　　56ha
   ・事業用等貸付土地　 　18ha

②保有土地のある地区

整　備

処　分

①保有土地の処分が完了した地区

　袖ヶ浦椎の森工業団地（1期）、関宿はやま工業団地、横芝工業団地、新井田地区

　　　　　　　注１）　 整備とは、分譲するための造成、道路整備などの基盤整備をいいます。
　　　　　　　注２）　 処分とは、分譲・除外所有地等の処分及び事業用借地等の貸付をいいます。

整備・処分

　　代宿地区(未　2ha)、空港南部工業団地(未 　2ha)、松崎工業団地(未 　6ha）、ひかり工業団地(未 　5ha)、

平成24年度末の見込み

処　分

スケジュール

取り組むべき主な課題と対応

物
流
基
地

３．事業が完了した地区

処　分

　　野毛平工業団地(未 　0.1ha)、千葉北部関連事業（未　7ha）、成田ニュータウン地区(未 　3ha、事　1ha)

スケジュール

成田国際物流
複合基地（南側）

　東葛飾北部柏地区( 6ha)及び東葛飾北部流山地区( 5ha)は、県が土地区画整理事業を実施しており、当庁は換地後の保有土
地の処分を行う。 （※換地後の予定面積等）

④移管施設の引継ぎが一部残っており、引継ぎを進める地区

　豊住工業団地、芝山第二工業団地

　袖ヶ浦椎の森工業団地（2期・3期）(48ha)、成田国際物流複合基地（北側）(19ha)、

　項    目

引　継

処　分

○企業庁としての整備は行わず、地元市町等と協議して、保有土地の処分を推進する地区

　佐原工業団地(　22ha)、長南西部工業団地(54ha)、いすみ工業団地(35ha)、館山工業団地(31ha)

　◎除外地・代替地を含む保有土地が一部残っている地区

　　夷隅レクレーション地区（未 　13ha）

４．事業中止の地区

地区名

③県施行の土地区画整理事業地区

２．平成２５年度以降に事業が概成する地区

現状と今後の見通し

処　分

　項    目

　　注１）　 未処分土地面積には、継続して管理を必要とする配管送電線用地（131ha)は含んでいません。
　　注２）　 千葉ＮＴ事業における保有土地は、共同事業者（都市再生機構）と共有するものです。

 土地の保有状況
     (合計)

地域

　　注３）　　端数処理の関係で、合計値が合わない場合があります。

・一部の仮換地が平成27年度以降と
なる予定。
○　平成24年度末の保有状況
　・未処分土地　　　9ha

スケジュール

整　備

平成24年度末の見込み

新
市
街
地

千葉北部地区

　　検見川地区(未 　10ha、事　9ha)、木更津南部地区（未 　15ha）、長浦地区(未 　6ha)、臨海精算地区(未 　9ha、事 　7ha)、



企業庁新経営戦略プラン（改定版）における 

土地造成整備事業の重点的取組の進捗状況について 

               
 

ア．保有土地の処分促進及び平成２４年度末までの事業概成 

 

○分割納入制度や支払い猶予制度等の土地分譲促進策の見直しを行いました。

また、土地分譲にあたっては、企業ニーズに適合した需要見込みの高い京葉

港地区、千葉港中央地区、浦安地区２期の土地を優先して分譲に取り組んだ

結果、平成２２年度は約７１億円の分譲収入がありました。 

○分譲保留地の解消に向けて、地元市との協議を進めるとともに、暫定貸付地

の一部について、有償化(約 19.6ha、約 251 百万円)や分譲（約 0.2ha、48 百

万円）を行いました。 

○幕張新都心、千葉ニュータウンでは、企業ニーズや宅地需要の動向等を踏ま

えた都市計画変更を進めています。また、幕張新都心若葉住宅地区の基盤整

備では、設計段階で見直しを行い経費の節減を図りました。 

○事業を中止した工業団地の取扱方針等を関係市町に説明し、今後の土地利用

計画等について地元市町等と協議、調整を進めました。 

○整備済の公共施設について、平成２２年度は道路・緑地及び護岸等の施設約

２０．１ha を最終管理者に引継ぎました。 

○自己資産である旧幸町職員住宅を処分（落札価格 315 百万円）しました。 

 

イ．清算に必要な基本的条件の確定 

 

○公共施設の引継ぎや負担金等といった複数の課題がある千葉市及び浦安市と、

この問題の解決の促進を図るため、包括的な協議の場を設定しました。 

○工業用水道事業会計への貸付金をはじめとする債権等の取扱方針を検討する

とともに、一般会計への貸付金については、平成２２年度に約９６億円が返

済されました。 

○公債費の抑制のため、企業債の発行は行わず、また、内部管理経費削減のた

め、人員を効果的に配置し７名を削減しました。 

 

ウ．収束後の事業の清算に向けた仕組みづくり 

 

○清算会計設置に向け、「清算会計検討プロジェクトチーム」を設置し、会計

の仕組みや条例上の設置根拠などの論点と検討の方向性を整理しました。 

○平成２８年度からの後継組織移行に向けて、行政改革推進課と連携して課題

整理等の検討を進めました。 

資 料 ５ 



工業用水道事業の資金収支見通し等（千葉県工業用水道事業中期経営計画） ◎　主な資産・負債の将来見込み

◎ 　資　金　収　支　見　通　し

              （単位：億円） （単位：億円）

Ｈ２３年度 Ｈ２４年度
Ｈ２２～２４
年度の計

【収入】       １８７ 　（１７８）       １９２ 　（１６８）        １７４        １６８      　５３４ 　　４５７  （１５２） 【資産】　    ２，４８９    （２，５２４）    ２，４９１    （２，５１１） 　　　　２，４０６   　　　 ２，３４９

　料金収入等 注１）       １３０ 　（１４３）       １３０ 　（１３２）        １３１        １３１      　３９２ 　　３９４  （１３１） 　保有資金    　　　７９    （    １４７）    　　　８２    （    １６０） 　　　　　　　６６ 　　　　　　　 ９９

　企業債借入金       　４０ 　（　３４）       　４７ 　（　２２）        　２９        　２５      　１０１ 　　　３４  （　１１） 　固定資産    ２，４１０    （２，３７７）    ２，４０９    （２，３５１） 　　　　２，３４０   　　　 ２，２５０

　その他 注２）       　１７ 　（　　１） 　　 　１５ 　（　１４）          １４        　１２      　　４１ 　　　２９  （　　９） 【負債】      　９７５    （    ９５１）      　９６１    （    ９１０）               ８５６               ７２７

【支出】       １８６ 　（１６１）       １９０ 　（１５５）        １７１        １８７     　 ５４８ 　　４２４  （１４１） 　企業債残高        ４７６    （    ４５７）        ４８４    （    ４４２）               ４６３               ３９３

　維持管理費       　５９ 　（　５１）       　５７ 　（　５０）        　５５        　５３      　１６５ 　　１６２  （　５４） 　年賦未払金残高 注）        １１４    （    １０９）        　９６    （    　８７）               　５９               　３１

　建設改良費 注３）         ２０ 　（　１２）       　２２ 　（　１２）        　１８        　１７      　　５７ 　　　３４  （　１１）   他会計借入金残高        ３８５    （    ３８５）        ３８１    （    ３８１）               ３３４               ３０３

　貯水施設費 注４）         １３ 　（　１１）       　２９ 　（　１０）        　１３        　　７      　　４９ 　　　２０  （　　７）

　企業債償還金等 注５）         ８９ 　（　７９）       　７７ 　（　７６）        　８１      　１０６      　２６４      １９６  （　６５） 注）　「年賦未払金残高」とは、水資源機構へ償還すべき金額の残高をいいます。

　その他         　５ 　（　　８）       　　５ 　（　　７）       　　４        　　４      　　１３  　    １２  （　　４）

収支差     　 　１ 　（　１７）           ２ 　（　１３）            ３    　△ １９    　△ １４  　　　３３  （　１１）

＜企業債残高＞     ＜４７６＞　（４５７）     ＜４８４＞　（４４２）     ＜４７６＞      ＜４６３＞          ― 　２７年度末  ＜３９３＞　　

＜保有資金＞ 　  ＜　７９＞　（１４７）     ＜　８２＞　（１６０）

     ＜　８５
＞

　　　 [１６３]

  　＜　６６
＞

   　 [１４４]

          ―

注１）　「料金収入等」とは、水道料金、受水負担金をいいます。

注２）　「その他」とは、工事負担金収入、固定資産の売却代金などをいいます。

注３）　「建設改良費」とは、施設の更新、改築作業のための支出をいいます。

注４）　「貯水施設費」とは、ダム、導水路等水源の開発のための支出をいいます。

注５）　「企業債償還金等」には、水資源機構への償還金の支払い及び一般会計等への返還金を含みます。

注６）　端数処理の関係で、合計値が合わないところがあります。

注７）　保有資金欄の[　　]内は、平成２２年度決算見込みを基準とした保有資金見込みとなります。

　２７年度末  ＜　９９＞

                　　 [１７７]

　○　料金収入は横ばいで推移していく一方、各種の取組により維持管理費等の費用が

　　減少するため、収支差はプラス基調で推移する見込みです。

Ｈ２１年度
（　）内は決算額

Ｈ２２年度
（　）内は決算見込み額

Ｈ２５～２７年度
【 （　）内は年平均 】

Ｈ２１年度末の主な
資産・負債状況

【 （　　）内は決算額 】

Ｈ２４年度末の主
な

資産・負債状況
（想定）

Ｈ２７年度末の主な
資産・負債状況

（想定）

　○　主な資産と負債を比較すると、資産の額が大きくなっていますが、これは工業用水を

 　　供給するための施設（浄水場、配水管など）や、取水するための権利（ダム使用権、水

 　　利権など）が固定資産として計上されているためであり、その財源として企業債等の借

 　　入資金を活用しています。

　○　今後も、安定給水に努め、料金収入を確保することにより、負債を計画的に返済して

 　　いくこととしています。

Ｈ２２年度末の主な
資産・負債状況

【 （　　）内は決算見込み額
】

資 料 ６



企業庁新経営戦略プラン（改定版）における 

工業用水道事業の重点的取組の進捗状況について 

               
 

ア．安定給水に向けた取組 

 

○ダム等水源施設の早期完成や適正な維持管理を要望するなど安定的な水源の

確保に努めました。 

○佐倉浄水場の電気・機械設備の更新やコンクリート管等の鋼管への布設替な

ど老朽化した施設の改築を行うとともに、水管橋の耐震診断計画を策定しま

した。 

○浄水場での防災訓練の実施や８都県市で危機管理の対応に関する情報交換を

行いました。また、東日本大震災では、速やかに施設や管路等の一斉点検を

行い、漏水箇所の復旧工事を実施したことにより、給水を継続することがで

きました。なお、発生汚泥については、放射性物質を測定し公表するととも

に、国から示された基準に従い適正に保管し、埋立処分を進めました。 

 

イ．経営健全化に向けた取組 

 

○合理的な管理体制を構築するため、業務内容の精査等により人員を１４１名

から１２９名に削減しました。 

○新規需要拡大の阻害要因となっていた千葉、五井市原、五井姉崎地区の基本

給水申込納付金（新規受水企業に対して１㎥当たり２０万円を徴収）及び東

葛葛南地区の経営負担金（料金に１㎥当たり４１円加算）を平成２２年度末

で廃止しました。 

○房総臨海地区の企業債等を１１億８千万円繰上償還し、２億３千４百万円の

利息を軽減しました。 

 

ウ．その他の取組 

 

○ 環境負荷の軽減を図るため、新エネルギーの導入について関係機関と協議す

るとともに、エネルギー管理士を３名養成しました。 

資 料 ７ 


